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に
は
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
と
し
て
の

条
件
を
満
た
す
た
め
に
グ
リ
ー
ン

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
評
価
・
選
定
プ

ロ
セ
ス
の
検
討
や
環
境
改
善
効
果

の
算
定
・
レ
ポ
ー
テ
ィ
ン
グ
等
の

追
加
的
な
手
続
き
が
必
要
に
な
る

が
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
環
境
省

の
補
助
事
業
の
活
用
や
証
券
会
社

に
蓄
積
さ
れ
た
ノ
ウ
ハ
ウ
に
基
づ

く
支
援
に
よ
り
、
追
加
的
な
コ
ス

ト
を
抑
え
て
対
応
で
き
た
と
の
声

が
多
く
聞
か
れ
た
。

こ
れ
ら
の
先
行
し
て
取
り
組
ん

だ
企
業
の
状
況
や
経
験
が
共
有
さ

れ
る
こ
と
に
よ
り
、
日
本
で
も
グ

リ
ー
ン
ボ
ン
ド
の
発
行
が
更
に
増

加
し
、
社
債
発
行
に
お
い
て
も
大

き
な
割
合
を
占
め
て
い
く
可
能
性

も
あ
る
。

■
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に

向
け
た
今
後
の
動
き

18
年
末
に
開
催
さ
れ
た
Ｃ
Ｏ
Ｐ

24
（
第
24
回
国
連
気
候
変
動
枠
組

み
条
約
国
会
議
）
で
は
、
パ
リ
協

定
実
施
指
針
が
採
択
さ
れ
た
。
こ

れ
は
パ
リ
協
定
を
実
際
に
運
用
す

る
た
め
の
ル
ー
ル
を
定
め
た
も
の

で
あ
り
、
20
年
以
降
に
各
国
が
温

室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
を
本
格

化
さ
せ
る
前
提
条
件
に
な
る
も
の

で
あ
る
。

先
進
国
と
途
上
国
の
対
立
は
残

っ
て
い
る
も
の
の
、
パ
リ
協
定
に

基
づ
い
て
具
体
的
に
何
を
実
施
す

れ
ば
良
い
か
を
規
定
す
る
ル
ー
ル

が
決
ま
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
各
国

の
脱
炭
素
に
向
け
た
取
り
組
み
が

本
格
化
す
る
こ
と
に
な
り
、
先
ん

じ
て
動
い
て
い
た
企
業
の
取
り
組

み
も
そ
れ
に
合
わ
せ
て
一
層
、
加

速
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

経
済
性
に
優
れ
た
石
炭
火
力
発

電
を
取
り
巻
く
状
況
が
、
わ
ず
か

数
年
で
大
き
く
変
化
し
た
よ
う

に
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け

て
社
会
や
産
業
が
動
き
出
す
状
況

で
は
、
価
値
基
準
が
変
化
し
て
い

く
こ
と
か
ら
、
自
社
の
事
業
や
業

界
全
体
に
つ
い
て
、
脱
炭
素
の
目

線
で
リ
ス
ク
と
チ
ャ
ン
ス
を
評
価

し
、
事
業
戦
略
へ
組
み
込
む
柔
軟

性
が
こ
れ
か
ら
求
め
ら
れ
る
も
の

で
あ
る
。

が
限
定
さ
れ
た
も
の
が
大
半
で
あ

っ
た
が
、
18
年
は
日
本
郵
船
や
商

船
三
井
に
よ
る
Ｌ
Ｎ
Ｇ
（
液
化
天

然
ガ
ス
）
船
建
設
向
け
、
Ａ
Ｎ
Ａ

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
に
よ
る
グ
リ

ー
ン
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
（
パ
イ
ロ
ッ

ト
訓
練
施
設
）
建
設
向
け
、
大
王

製
紙
に
よ
る
難
処
理
古
紙
の
有
効

活
用
設
備
お
よ
び
バ
イ
オ
マ
ス
発

電
所
建
設
向
け
な
ど
、
事
業
会
社

に
よ
る
自
社
の
事
業
の
グ
リ
ー
ン

化
に
関
連
し
た
資
金
調
達
に
関
す

る
も
の
が
増
加
し
た
。

筆
者
が
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
を
発

行
し
た
企
業
へ
ヒ
ア
リ
ン
グ
し
た

と
こ
ろ
、
社
債
を
グ
リ
ー
ン
ボ
ン

ド
と
し
て
発
行
し
た
こ
と
に
よ

り
、
こ
れ
ま
で
自
社
の
社
債
を
購

入
し
た
こ
と
が
無
か
っ
た
投
資
家

が
購
入
す
る
な
ど
、
多
様
な
投
資

家
と
の
接
点
が
得
ら
れ
た
こ
と
や

自
社
の
グ
リ
ー
ン
な
事
業
に
つ
い

て
新
し
い
チ
ャ
ネ
ル
を
通
じ
て
情

報
発
信
を
で
き
た
こ
と
が
良
か
っ

た
点
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
た
。

ま
た
、
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
発
行

す
べ
き
も
の

と
し
て
、
グ

リ
ー
ン
ボ
ン

ド
も
挙
げ
ら

れ
る
。
グ
リ

ー
ン
ボ
ン
ド

と
は
、
企
業

や
地
方
自
治

体
が
国
内
外

の
グ
リ
ー
ン

プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
要
す
る

資
金
を
調
達

す
る
た
め
に

発
行
す
る
債

券
の
こ
と
で

あ
り
、
社
債

や
地
方
債
の
一
種
で
あ
る
。

海
外
で
は
07
年
に
欧
州
投
資
銀

行(

Ｅ
Ｉ
Ｂ)

が
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド

（
Ｃ
ｌ
ｉ
ｍ
ａ
ｔ
ｅ

Ａ
ｗ
ａ
ｒ

ｅ
ｎ
ｅ
ｓ
ｓ

Ｂ
ｏ
ｎ
ｄ
）
を
発

行
し
、
そ
の
後
14
年
ご
ろ
か
ら
企

業
に
よ
る
発
行
が
本
格
化
し
て
い

た
も
の
の
、
日
本
で
は
14
年
10
月

に
日
本
政
策
投
資
銀
行
が
初
め
て

グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド
を
発
行
し
、
16

年
ご
ろ
か
ら
企
業
に
よ
る
発
行
が

徐
々
に
増
え
始
め
る
な
ど
、
海
外

の
動
き
か
ら
や
や
遅
れ
て
い
た
。

17
年
に
環
境
省
が
「
グ
リ
ー
ン

ボ
ン
ド
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定

し
た
こ
と
に
よ
り
国
内
で
も
グ
リ

ー
ン
ボ
ン
ド
発
行
の
環
境
整
備
が

進
ん
だ
結
果
、
18
年
に
は
33
件
、

５
２
４
０
億
円
の
グ
リ
ー
ン
ボ
ン

ド
が
発
行
さ
れ
、
海
外
の
状
況
に

日
本
も
追
い
付
く
こ
と
と
な
っ

た
。17

年
ま
で
は
、
金
融
機
関
に
よ

る
投
融
資
向
け
や
再
エ
ネ
事
業
へ

の
融
資
に
近
い
形
態
（
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
ボ
ン
ド
）
な
ど
の
資
金
使
途

０
０
％
を
再
エ
ネ
由
来
に
す
る
こ

と
を
誓
約
す
る
取
り
組
み
で
あ

り
、
19
年
３
月
11
日
時
点
で
１
６

６
社
が
参
加
し
て
い
る
こ
の
内


日
本
企
業
は
17
社
で
あ
り
、
約
10

％
を
占
め
て
い
る
。

リ
コ
ー
、
富
士
通
グ
ル
ー
プ
、

ソ
ニ
ー
、
コ
ニ
カ
ミ
ノ
ル
タ
と
い

っ
た
日
本
を
代
表
す
る
メ
ー
カ
ー

が
参
加
す
る
だ
け
で
な
く
、
建
設

業
界
（
積
水
ハ
ウ
ス
、
大
和
ハ
ウ

ス
工
業
、
戸
田
建
設
大
東
建
託)

や
流
通
業
界
（
イ
オ
ン
、
丸
井
グ

ル
ー
プ
、
コ
ー
プ
さ
っ
ぽ
ろ
）
な

ど
の
様
々
な
業
種
の
企
業
が
参
加

し
て
い
る
。

欧
米
で
再
エ
ネ
の
導
入
が
進
ん

だ
結
果
、
一
部
の
地
域
で
は
再
エ

ネ
由
来
電
力
の
価
格
が
安
く
な

り
、
コ
ス
ト
削
減
の
観
点
で
参
加

す
る
企
業
も
存
在
す
る
が
、
日
本

で
は
普
通
の
電
力
と
比
較
し
て
再

エ
ネ
由
来
電
力
の
価
格
は
高
い
た

め
、
現
時
点
で
は
コ
ス
ト
削
減
に

は
な
ら
な
い
。

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
企
業
で
は

率
先
し
て
再
エ
ネ
１
０
０
％
利
用

を
表
明
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ

が
呼
び
水
と
な
っ
て
、
他
の
企
業

の
参
加
を
促
す
こ
と
や
大
き
な
再

エ
ネ
需
要
（
例
え
ば
イ
オ
ン
グ
ル

ー
プ
全
体
の
国
内
消
費
電
力
量
は

日
本
全
体
の
１
％
に
相
当
す
る
）

を
見
せ
る
こ
と
で
、
国
内
外
の
再

エ
ネ
事
業
者
が
日
本
の
Ｒ
Ｅ
１
０

０
向
け
再
エ
ネ
市
場
へ
参
入
し
、

日
本
で
も
再
エ
ネ
由
来
電
力
の
価

格
が
安
価
に
な
る
こ
と
を
期
待
し

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

■
グ
リ
ー
ン
ボ
ン
ド

発
行
量
が
急
増

企
業
の
取
り
組
み
と
し
て
注
目

多
く
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
（
非
政
府
組
織
）

な
ど
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
（
利

害
関
係
者
）
か
ら
の
圧
力
も
強
ま

っ
て
い
る
中
、
方
針
転
換
を
す
る

こ
と
に
な
っ
た
と
言
え
る
。
こ
の

動
き
は
19
年
以
降
、
他
の
業
界
へ

も
波
及
し
て
い
く
と
見
込
ま
れ

る
。■

日
本
の
企
業
に
よ
る

再
エ
ネ
利
用
が
拡
大

商
社
・
銀
行
の
脱
炭
素
化
と
同

時
に
、
海
外
動
向
に
敏
感
な
一
部

の
企
業
で
も
脱
炭
素
化
の
取
り
組

み
が
始
ま
っ
て
い
る
。
国
際
イ
ニ

シ
ア
チ
ブ
の
Ｒ
Ｅ
１
０
０
は
、
自

ら
の
事
業
で
利
用
す
る
電
力
の
１

に
半
減
さ
せ
る
方
針
を
示
し
、
石

炭
火
力
事
業
か
ら
の
原
則
撤
退
と

再
エ
ネ
発
電
事
業
へ
積
極
的
に
取

り
組
む
こ
と
を
表
明
し
た
。

こ
の
ほ
か
に
も
、
三
井
物
産
と

三
菱
商
事
が
燃
料
用
石
炭
の
鉱
山

事
業
か
ら
の
撤
退
を
表
明
し
て
い

る
。
商
社
は
自
ら
が
石
炭
火
力
発

電
所
を
建
設
し
て
発
電
事
業
を
行

う
だ
け
で
な
く
、
日
本
の
石
炭
火

力
発
電
設
備
を
海
外
に
輸
出
す

る
、
あ
る
い
は
日
本
の
石
炭
火
力

発
電
所
へ
燃
料
用
石
炭
を
供
給
す

る
な
ど
、
石
炭
に
深
く
関
わ
り
、

そ
の
実
情
を
最
も
熟
知
し
て
い
る

業
界
で
あ
る
。
そ
の
商
社
が
石
炭

関
連
事
業
を
縮
小
し
始
め
た
こ
と

は
、
事
業
と
し
て
の
将
来
性
や
収

益
性
に
つ
い
て
、
従
来
と
は
異
な

る
見
方
を
し
て
い
る
こ
と
を
示
し

て
お
り
、
象
徴
的
な
変
化
と
言
え

る
。商

社
と
並
び
、
国
内
外
の
石
炭

火
力
発
電
事
業
へ
の
融
資
に
よ
り

石
炭
関
連
事
業
と
の
関
わ
り
が
深

い
銀
行
で
も
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
フ
ィ

ナ
ン
シ
ャ
ル･

グ
ル
ー
プ(

Ｆ
Ｇ)



三
井
住
友
銀
行
、
み
ず
ほ
Ｆ
Ｇ
の

メ
ガ
バ
ン
ク
３
行
は
、
低
効
率
な

石
炭
火
力
発
電
へ
の
融
資
を
制
限

す
る
融
資
方
針
を
公
表
し
て
お

り
、
同
時
に
再
エ
ネ
関
連
事
業
へ

の
融
資
に
積
極
的
に
取
り
組
む
意

向
も
表
明
し
た
。

メ
ガ
バ
ン
ク
で
は
こ
れ
ま
で
、

石
炭
火
力
発
電
事
業
へ
は
事
業
性

に
応
じ
て
融
資
を
し
て
き
た
が
、

今
後
は
事
業
性
に
加
え
て
使
わ
れ

る
技
術
等
に
も
条
件
を
付
け
る
方

針
で
あ
り
、
世
界
的
な
脱
炭
素
化

の
動
き
次
第
で
は
、
更
に
条
件
を

厳
し
く
す
る
こ
と
も
想
定
さ
れ

る
。
メ
ガ
バ
ン
ク
以
外
で
は
、
三

井
住
友
信
託
銀
行
と
り
そ
な
ホ
ー

ル
デ
ィ
ン
グ
ス
が
、
新
規
の
石
炭

火
力
発
電
事
業
へ
の
融
資
を
禁
止

す
る
と
表
明
し
て
お
り
、
欧
州
の

銀
行
と
同
程
度
の
制
限
を
実
施
す

る
金
融
機
関
も
現
れ
て
い
る
。

商
社
と
銀
行
は
資
金
供
給
の
面

で
産
業
界
と
の
つ
な
が
り
が
強

く
、
脱
炭
素
化
に
向
け
た
取
り
組

み
は
産
業
界
の
動
向
を
見
極
め
て

い
た
こ
と
も
あ
り
比
較
的
遅
れ
て

い
た
が
、
欧
州
企
業
の
取
り
組
み

や
各
種
の
国
際
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
な

ど
の
海
外
動
向
に
触
れ
る
機
会
が

２
０
１
５
年
に
採
択
さ
れ
た
パ

リ
協
定
は
、
20
年
以
降
の
温
暖
化

防
止
の
枠
組
み
で
、
世
界
全
体
の

気
温
上
昇
を
２
度
未
満
に
す
る
こ

と
を
目
指
す
も
の
で
あ
る
。
目
標

の
実
現
に
向
か
っ
て
、
パ
リ
協
定

を
先
取
り
す
る
形
で
社
会
・
産
業

を
脱
炭
素
化
す
る
取
り
組
み
が
世

界
各
地
で
始
ま
っ
て
い
る
。
例
え

ば
、
ド
イ
ツ
で
は
18
年
に
発
電
さ

れ
た
電
力
の
約
40
％
が
再
エ
ネ
由

来
に
な
り
、
再
エ
ネ
に
よ
る
発
電

量
が
石
炭
火
力
に
よ
る
発
電
量
を

上
回
っ
た
。

金
融
機
関
・
投
資
家
が
石
炭
関

連
企
業
等
か
ら
資
金
を
引
き
揚
げ

る
「
ダ
イ
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
」
が
始

ま
っ
て
お
り
Ｂ
Ｎ
Ｐ
パ
リ
バ(

フ

ラ
ン
ス
）
や
ド
イ
ツ
銀
行
等
が
石

炭
関
連
事
業
へ
の
新
規
融
資
を
禁

止
し
、
保
険
会
社
の
Ａ
Ｘ
Ａ
（
フ

ラ
ン
ス
）
や
チ
ュ
ー
リ
ッ
ヒ
保
険

（
ス
イ
ス
）
等
が
資
金
運
用
先
か

ら
石
炭
関
連
企
業
を
外
し
、
保
険

の
引
き
受
け
も
禁
止
し
て
い
る
。

年
金
基
金
で
も
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー

政
府
年
金
基
金
や
ア
イ
ル
ラ
ン
ド

戦
略
投
資
基
金
、
米
国
最
大
の
公

的
年
金
基
金
の
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア

州
職
員
退
職
年
金
基
金
等
が
石
炭

関
連
企
業
か
ら
資
金
を
引
き
揚
げ

て
い
る
。

15
年
以
降
、
各
国
で
こ
の
よ
う

な
脱
炭
素
に
関
連
し
た
取
り
組
み

が
加
速
し
た
も
の
の
、
日
本
で
の

取
り
組
み
は
限
定
的
で
あ
っ
た
。

し
か
し
、
２
０
１
８
年
は
日
本
で

も
自
ら
の
事
業
を
脱
炭
素
化
す
る

動
き
が
広
ま
り
、
多
く
の
企
業
が

実
際
に
行
動
を
変
化
さ
せ
始
め
て

い
る
。

■
商
社･

銀
行
が

脱
炭
素
化
へ

大
手
商
社
の
丸
紅
は
、
18
年
９

月
に
「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
へ
の

取
り
組
み
方
針
に
関
す
る
お
知
ら

せ｣

を
発
表
し
18
年
度
末
で
３
０

０
万
㌔
ワ
ッ
ト
の
出
力
規
模
と
な

る
石
炭
火
力
に
つ
い
て
30
年
ま
で

み
き
・
ゆ
た
か

１
９
７

５
年
生
ま
れ
。
エ
ネ
ル
ギ
ー

・
環
境
分
野
を
中
心
に
、
新

領
域
に
進
出
す
る
際
の
事
業

性
評
価
・
事
業
戦
略
の
策
定

に
関
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
等
に
従
事
。
近
年
は
、
他

業
種
か
ら
の
再
生
可
能
エ
ネ

発
電
事
業
へ
の
参
入
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
企
業
の
海
外
事
業
開

発
な
ど
を
支
援
。

脱炭素社会実現への取り組み

／

リ
サ
ー
チ･

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部
門

日
本
総
合
研
究
所
／

リ
サ
ー
チ･

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部
門

日
本
総
合
研
究
所
／

リ
サ
ー
チ･

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部
門

プ
リ
ン
シ
パ
ル

三
木

優

プ
リ
ン
シ
パ
ル

三
木

優

世
界
に
続
き
日
本
で
も

商
社･
銀
行
が
先
陣
を
切
る

（
面
担

田
村
咲
絵
）

ＲＥ100に参加している日本企業一覧(3月11日時点)

№№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

(注)環境省グリーン･バリューチェーンプラットフ
ォーム資料及び各社プレスリリースから作成

参加企業
（参加順）
参加企業
（参加順）

リコー

積水ハウス

アスクル

大和ハウス工業

ワタミ

イオン

城南信用金庫

丸井グループ

富士通グループ

エンビプロ・ホール
ディングス

ソニー

芙蓉総合リース

コープさっぽろ

戸田建設

コニカミノルタ

大東建託

野村総合研究所

再エネ100%
達成目標年
再エネ100%
達成目標年

50年

40年

30年

40年

40年

30年

50年

30年

50年

50年

40年

50年

40年

50年

50年

40年

50年

達成進ちょく
17年

達成進ちょく
17年

15％

17％

1％

0％

0％

0％

0％

0％

3％

0％

5％

0％

0％

－

－

－

0.5％

第 3種郵便物認可７ 2019年(平成31年) 3 月22日(金曜日)ゼミナール


